
第 平成 年度当初予算の状況

最近の我が国経済の動向は、輸出、生産ともに緩やかに増加し、企業収益は改善し、設備投資も増

加しており、また、雇用情勢は厳しさが残るものの改善に広がりがみられ、個人消費も緩やかに増加

しているなど、景気は、回復しているとされています。

このような情勢を踏まえ、政府は、「改革なくして成長なし」の方針の下、各分野にわたる構造改

革を断行することにより、経済活性化を実現し、民間需要主導の持続的な経済成長を図ることを基本

に、経済財政運営を行うこととしています。

このため、平成 年度の国の予算は、「 年代初頭における基礎的財政収支の黒字化」及び「デ

フレの克服、民需主導の持続的経済成長」の実現を図るため、小さくて効率的な政府の実現に向け従

来の歳出改革路線を堅持・強化することとし、歳出全般にわたる徹底した見直しを行い、 般歳出の

水準について、前年度よりも減額し、 般会計歳出についても厳しく抑制を図ることを基本に編成さ

れ、その総額は、前年度に比べ、 パーセント減の 兆 億円となったところです。

次に、平成 年度の地方財政については、地方税収入が回復傾向にある 方で、公債費が高い水準

で推移することや社会保障関係経費の自然増等により、依然として大幅な財源不足が生じるものと見

込まれました。

このため、地方財政計画の歳出については、国の歳出予算と歩を にして見直すこととし、給与関

係経費の抑制や地方単独事業費の抑制に努めることにより、財源不足額の圧縮を図る 方、 位 体

の改革を着実に推進するため、安定的な財政運営に必要な地方税、地方交付税等の 般財源の総額を

確保することを基本として地方財政対策を講じることとされ、その結果、計画規模は、前年度に比べ、

パーセント減の 兆 億円と 年連続のマイナスとなったところです。

位 体の改革については、国から地方へ 兆円の税源移譲が恒久措置としてなされたものの、真

の地方自治を確立するためには、地方税財政の基盤を 層強化していく必要があることから、地方分

権改革の更なる推進について、引き続き、地方が 丸となって取り組んでいかなければならないと考

えています。

次に、最近の県内経済の動向については、輸出、設備投資は増加し、生産も全体では増加傾向にあ

り、また、雇用面は厳しさが残るものの改善の動きが続き、個人消費も持ち直しているなど、県内景

気は、全体として回復を続けています。こうした中、中小企業の景況は、厳しさが残るものの、緩や

かな回復の動きがみられます。

このような諸情勢を背景に、本県財政は、地方財政と同様に、極めて厳しい状況にあり、大幅な財

源不足が見込まれる中で、平成 年度当初予算編成に当たりました。

しかしながら、厳しい財政状況の中にあっても、県民の皆様の御期待に、しっかりと応え、「住み

良さ日本 の元気県づくり」を進めていくためには、持続可能な行財政基盤の早期確立に向けて、行

政改革、財政改革、公社改革を つの柱とする県政集中改革の加速化を図るとともに、「今なすべき

こと」に重点を置いた施策の見直しと刷新に努めながら、県政が直面している課題の解決に向けて、

的確に対応していかなければなりません。
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このため、平成 年度当初予算を県政集中改革を確実に進める「改革推進予算」と位置づけ、「政

策課題への的確な対応」と「財政改革の更なる推進」の つを基本方針として編成を行いました。

基本方針の第 である「政策課題への的確な対応」については、施策重点化方針において示した、「暮

らしの安心・安全基盤の強化」、「人口減少の抑制」、「次代を担う子どもたちの育成」等の つの重点

施策や、その他県政が抱える政策課題について、選択と集中の視点に立って、限られた財源の重点的・

集中的な配分に努めたところであります。

まず、「暮らしの安心・安全基盤の強化」については、昨年の台風 号等の自然災害、また、高齢

者や子どもなどの社会的弱者を狙う事件が多発する中で、自然災害や身近な犯罪に対する県民の不安

感が高まっていることから、防災対策、防犯対策等を最重点として、施策の拡充に取り組んだところ

であります。

災害に強い基盤づくりとしては、「災害時要援護者支援マニュアル策定ガイドライン」等に基づき、

災害時における要援護者支援のための体制構築や、中山間・離島地域における防災体制の充実・強化

を図るとともに、東南海・南海地震対策として、周防大島町に地域防災拠点施設を整備することとし

ております。

また、耐震化基本計画に基づく、県立学校施設をはじめとする県有施設の耐震化工事の実施や、防

災行政無線の更新に併せ、総合防災情報ネットワークシステムの整備を進めるとともに、義務教育施

設の耐震化工事を促進するため、市町振興基金貸付金において、無利子貸付枠を創設いたします。

さらに、地域安全対策の推進として、良好な治安を維持するため、警察官を増員するとともに、交

番相談員を大幅増員し、すべての交番に配置するほか、県央南部地域の治安拠点である小郡警察署の

建替えに向けて、実施設計等に着手いたします。

このほか、安心できる医療体制の充実について、救命率の向上を図るため、県内 救急隊すべてに

高規格救急自動車が配備されるよう、助成を行うとともに、小児科、産婦人科、麻酔科等の医師不足

の解消に向けて、公的病院等を対象とした医師確保対策に取り組むほか、新型インフルエンザ対策と

して、抗インフルエンザウイルス薬の備蓄等を行うこととしております。

次に、「人口減少の抑制」については、若者の県内就職を促進するため、引き続き、若者就職支援

センターにおいて、相談から職業紹介に至るまでの支援をワンストップで提供するとともに、企業等

との連携を図り、県内就職を総合的に支援することとしております。

また、大量退職期を迎える団塊の世代の本県への ターンを促進するため、情報提供や相談体制

の整備等を図ることとしております。

さらに、新たな就業の場づくりとして、経営革新や新事業展開等に取り組む中小企業を総合的に支

援するとともに、知的クラスター創成事業の研究成果の事業化の促進や、新たにデジタル素材産業集

積に向けた取組みへの支援を行うほか、中小企業制度融資において、設備投資拡大支援資金やベン

チャー企業成長支援資金の創設等を行っております。

このほか、産業の担い手づくりとして、昨年開催した「技能 輪・アビリンピック山口大会」の成

果を継承するため、中小企業の技能・技術の向上等を促進することにより、若年技能者の育成を図る

こととしております。

次に、「次代を担う子どもたちの育成」については、家庭・地域における子育てを支援するため、

新たに保育所における専門的機能の地域開放等のモデル的取組みを支援するとともに、引き続き、多



子世帯の保育料軽減や乳幼児医療費助成等の子育て家庭への経済的支援を実施するほか、少子化に歯

止めをかけるため、結婚に向け、若者が自然な形で出会える機会を創出します。

また、子育てと就業等との両立を支援するため、休日保育、 時保育などの特別保育事業や児童ク

ラブの充実を図るとともに、ファミリーサポートセンターへの支援を行うこととしております。

さらに、心ふれあう教育の推進については、学校における教育相談体制の充実を図るため、スクー

ルカウンセラーの配置を拡大するとともに、引き続き、多人数学級への補助教員配置による少人数教

育や、中学校における 人学級化等を実施することとしております。

このほか、私立学校の教育条件の維持向上が図られるよう、生徒 人当たりの補助単価を引き上げ

るなど、運営費助成の充実に努めます。

次に、「生涯現役社会づくりの推進」については、健康づくりの推進として、死亡率が高い水準に

あるがんについて、予防、早期発見等に総合的に取り組むこととし、県立総合医療センター等の拠点

病院において、がん情報の分析・データベース化等を行うとともに、乳がんの検診体制を充実するた

め、医療機関におけるマンモグラフィの整備を進めます。

また、高齢者等の社会参加を促進するため、生涯現役社会づくり学会等の推進基盤を活用し、団塊

の世代の活力発揮やシニアの地域活動など、実践的な取組みを促進するとともに、シルバー人材セン

ターを通じ、高齢者の就業機会の拡大を図ることとしております。

次に、「循環型社会の構築」については、資源の地域内循環の促進を図るため、「産業廃棄物税」を

財源として、引き続き、廃棄物の排出抑制や減量化・リサイクルの促進を図るための各種事業に取り

組むこととし、新たに全国初となるインターネット上での「やまぐちエコ市場」の構築や、環境関連

企業間のリサイクル産業の創出に向けた取組みを支援します。

また、やまぐちの豊かな流域づくり構想に基づき、椹野川河口で実施した干潟再生拡大実証試験に

ついてモニタリング等を行い、効果的な工法を椹野川モデルとして確立することとしております。

さらに、間伐材、竹材等のバイオマスエネルギーとしての利用を推進するため、県下全域を対象と

した実証実験を行い、資源循環型地域産業の創出を図ることとしております。

また、地球温暖化対策を推進するため、「山口県地球温暖化対策地域推進計画」に基づき、温室効

果ガスの削減に向けた普及啓発を実施するほか、中小企業の地球温暖化対策施設整備に対する低利融

資制度の創設や、セミナーパーク内に全県的な環境学習を推進するための拠点となる、環境学習推進

センターを整備することとしております。

さらに、地産・地消の推進として、農水産物等について、生産・流通・加工・消費の協働による

体的かつ効果的な流通販売対策に取り組むとともに、新たに優良県産木材の認証制度と、認証木材を

使用した住宅の建築に対する助成制度を創設することとしております。

このほか、全国に先駆けて進めている「やまぐち森林づくり県民税」による森林の再生については、

荒廃森林の混交林化や竹繁茂対策等に積極的に取り組むこととしております。

また、「秋吉台地下水系」がラムサール条約湿地登録されたことを契機に、環境保全の重要性につ

いて、秋吉台をモデルに広く普及を図ることとしております。

次に、「多様な交流の拡大」については、観光の振興を図るため、県外からの観光客を誘致するた

めのキャンペーンの実施や、旅行会社とタイアップして、本県への誘客を図る旅行商品の企画を支援

いたします。また、韓国、中国及び台湾など、東アジア地域を対象に、県及び県内の各市が推進して



いる姉妹提携都市との交流も活かしながら、外国人観光客の誘致に積極的に取り組んでまいります。

また、国際交流の面では、姉妹提携先のスペイン・ナバラ州で開催される「フランシスコ・サビエ

ル生誕 周年記念行事」に訪問団を派遣することといたしました。

さらに、都市と農山漁村の交流を促進するため、グリーン・ツーリズム、ブルー・ツーリズムの連

携による滞在型交流を目指す「山口ふるさとツーリズム」を推進することとしております。

また、今年 月 日には、柳井市に花きの生産振興と交流の拠点となる「やまぐちフラワーランド」

を、また、 月 日には、山陽小野田市にスポーツによるまちづくりの拠点となる「おのだサッカー

交流公園」を開設し、地域の振興や県内外の交流を 層促進することとしております。

このほか、下関地域総合武道館の整備を の導入も視野に進めるとともに、萩美術館・浦上記念

館に、新たに萩焼展示施設を整備することとし、基本設計に着手いたします。

また、山口宇部空港の利用促進に向けた効果的な 等を実施することとしております。

次に、その他の政策課題のうち、「中山間地域づくり」については、「山口県中山間地域づくりビジョ

ン」に基づき、総合的な対策を講じるとともに、新たに意欲ある市町や地域等の自主的、主体的な地

域づくりへの取組みを支援するほか、中山間地域づくりのため、市町が行う事業に対し、市町振興基

金貸付金において、無利子の貸付枠を創設することとしております。

「農林水産業の活性化」については、農林業対策として、平成 年度からの品目横断的経営安定対

策に対応するため、集落営農の法人化に向けた取組みを加速化するとともに、大豆・麦産地の育成、

強化を支援することとしております。また、水産業対策として、いわゆる「 県 漁協問題」への対

応といたしまして、本県の水産業振興の中核となる山口県漁協に対し、経営基盤の強化を促進するた

めの総合的な支援を行うとともに、厳しい経営環境にある沖合底びき網漁業等の経営安定を図るため、

運転資金の枠の拡大及び損失補償の設定等を行うこととしております。

「全国大会の開催等」については、本年 月、全国中学校駅伝大会を 年ぶりにセミナーパークを

舞台に開催し、また、平成 年に開催する山口国体及び全国障害者スポーツ大会の開催に向け、競技

力の向上に力を入れるとともに、主会場となる維新百年記念公園陸上競技場の改築や、きららスポー

ツ交流公園水泳場（仮称）の整備に向けた基本設計に着手するなど、着実に準備を進め、さらに、国

民文化祭については、本年 月 日から 日間、我が国最大の文化の祭典「第 回国民文化祭・やま

ぐち 」を県内各地で開催し、本県の文化を全国に発信するとともに、併せて、県立美術館で「雪

舟への旅展」、萩美術館・浦上記念館で「萩焼の造形美 人間国宝 輪壽雪の世界展」を開催しま

す。この国民文化祭を通して、県民の皆様が、本県の文化の素晴らしさを「再発見」し、また、お互

い「交流」することにより新たな山口県を創り出し、「飛躍」のきっかけにする、まさに国民文化祭

がテーマとして掲げている「やまぐち発 心ときめく文化維新」を各分野で起こしていきたいと考え

ております。

次に、基本方針の第 である「財政改革の更なる推進」については、県庁機構改革の成果の反映を

はじめ、「中期的な財政改革の指針」に沿って、各般の取組みを行いました。

まず、県庁機構改革については、農林部と水産部の統合をはじめ、土木事務所や教育事務所等の出

先機関の再編等を行い、職員の適正配置に努めるほか、県立大学について、教育研究の活性化、地域

貢献・地域連携の強化を図るため、独立行政法人に移行することとし、 定の運営費交付金を交付い

たします。



次に、財政硬直化の大きな要因となります県債につきましては、地方財政計画等を踏まえ、公共事

業関係費等の投資水準の適正化等に努めた結果、新規発行額は前年度比 パーセント減の 億

万円となり、公債費から県債発行額を差し引いたプライマリーバランスは、 億円の黒字と

なっております。なお、県債残高は、平成 年度末で 兆 億円となる見込みであります。

また、県債発行及び公債費償還の適切な管理等を行うため、新たに公債管理特別会計を設置するこ

とといたしております。

さらに、歳入の確保については、基金の積極的な活用や、未利用財産の売却等を実施するととも

に、県税の滞納圧縮対策、徴収率向上対策の強化を図ることとしております。

方、歳出改革といたしましては、内部経費の節減はもとより、県庁機構改革等に伴う人件費や行

政経費の削減に加え、県有施設における指定管理者制度の導入や施設の廃止によるコストの縮減、さ

らには、防府高井県営住宅整備に を導入するなど、可能な限りの取組みを行ったところでありま

す。

このように、厳しい財政状況の中、「政策課題への的確な対応」と「財政改革の更なる推進」に努

め、改革推進予算の編成に積極的に取り組んだ結果、最終的な財源不足額は、 億円となりまし

た。

これにつきましては、財政調整基金及び減債基金を取り崩すことによって対応したところであり、

平成 年度末の基金残高は、 億円となる見込みであります。

県財政は、基金の残高が大幅に減少する中、中期財政見通しによれば、平成 年度以降も引き続き

大幅な財源不足が見込まれており、今後とも、財政集中改革を 層推進していかなければなりませ

ん。

これらの結果、 般会計予算の総額は、前年度当初予算に比べ、 パーセント減の 億

万円となり、 年連続のマイナス予算となっています。

第 表 平成 年度 般会計予算の状況

（単位 千円、％）



県税収入が回復傾向にある 方、平成 年度以降も引き続き、基金の残高が減少するなど大幅な財

源不足が見込まれており、今後とも財政集中改革の推進に 層努めていかなければならないと考えて

います。

歳入予算に占める款別の状況は第 図のとおりですが、地方交付税が ％ともっとも大きく、以

下、県税 ％、国庫支出金 ％、県債 ％、諸収入 ％となっています。

般財源と特定財源の割合は、 ％対 ％（前年度当初予算は ％対 ％）、自主財源と

依存財源との割合は、 ％対 ％（前年度当初予算は ％対 ％）となっています。

（ ）歳 入 予 算

第 図 平成 年度 般会計歳入予算（当初）構成比



第 表 般会計歳入予算の状況

（単位 千円）



第 表 県 税 の 状 況

（単位 千円）

ア 県 税

本年度の県税収入については、景気の回復を背景に、法人関係税の増収が見込まれること等から、

総額 億 万円、前年度当初予算に対して、 ％の増となっています。

このうち、法人 税は、前年度に比べ ％の増となっています。

個 人

利 子 割

計

個 人

法 人

計



イ 地 方 交 付 税

平成 年度の国の地方交付税総額は、地方財政計画において、「基本方針 」等による見直しを

行い、総額の大幅な抑制を行ったことから、前年度 ％減の 兆 億円となっています。

本県の地方交付税は、第 表及び第 表に示すとおり、普通交付税では、基準財政需要額について

は前年度当初予算に対して ％の増を、基準財政収入額については ％の増を見込んで推計し、

交付税額として 億円を計上しています。

さらに、特別交付税を 億円見込み、総額 億円を計上しています。

この結果、前年度当初予算に対して、 億円の減（ ％）となっています。

第 表 普 通 交 付 税 の 見 込

第 表 平成 年度当初予算計上額の対前年度比較

（単位 百万円）

（単位 百万円）



ウ 般 財 源

県税、地方交付税、地方特例交付金、地方消費税清算金、地方譲与税及び交通安全対策特別交付金

に、使途を特定されていない収入、恒久減税に伴う減収額を補填するために発行される減税補てん債

及び地方交付税から振り替えられた臨時財政対策債も含めた 般財源の総額は、 億円となって

おり、前年度当初予算に対し、 億円、 ％の増となっています。

般財源の使途別充当状況は、第 図のとおりです。

第 表 般 財 源 使 途 別 充 当 状 況

（単位 千円）



第 図 般財源使途別充当状況（目的別）

般財源使途別充当状況（性質別）



エ 国 庫 支 出 金

国庫支出金については、国の歳出抑制や国庫補助負担金の 般財源化の影響等から、 億円とな

り、前年度当初予算と比べて 億円、 ％の減となっています。

国庫支出金の使途別充当状況は、第 図のとおりです。

第 表 国 庫 支 出 金 使 途 別 充 当 状 況

（単位 千円）



第 図 国庫支出金使途別充当状況（目的別）

国庫支出金使途別充当状況（性質別）



県
債
依
存
度
（
％
）

県
債
発
行
額
（
億
円
）

年度

県債発行額
県債依存度

オ 県 債

本年度の地方債計画は、地方財源の不足に対処するための措置を講じるとともに、引き続き厳しい

地方財政の状況の下で、地方公共団体が、行政改革と財政の健全化を図り、当面する諸課題に重点的・

効率的に対処することができるよう、公的資金の重点化と地方債資金の市場化を 層推進しつつ、所

要の地方債資金の確保を図ることとして策定された結果、その総額は、 兆 億円となり、前年

度に比べて 兆 億円、 ％の減となっています。

本県においては、引き続き県債発行を抑制するという基調で臨んだ結果、発行総額は 億円と、

前年度に比べ、 億円の削減（ ％）となっています。このうち地方財政対策により、臨時財政

対策債等の特別債は、 億円の減（ ％）となっています。

この結果、県債依存度は、前年度の ％から ％へと、 年連続で改善し、地方財政計画（ ％）

を 年連続で下回る水準となっています。

なお、平成 年度末の県債残高は、 兆 億円となる見込みです。

県債の事業別内訳は、第 表のとおりです。

第 表 県債発行額及び県債依存度の推移（当初予算ベース）

（単位 億円、％）



第 表 県 債 の 状 況

（単位 百万円）



（ ）歳 出 予 算

本県財政は、昨年に引き続き過去最大の財源不足（ 億円）を抱える中で、「住み良さ日本 の元

気県山口」を実現していくためには、県政が直面する政策課題に的確な対応を行うとともに、硬直化

が進む財政体質の弾力性を回復し、持続可能な財政構造を確立することが必要です。

このため、平成 年度当初予算は、「政策課題への的確な対応」と「財政改革の更なる推進」の

つを基本方針として、これまで以上にメリハリを付けて予算を編成しました。

この結果、平成 年度の歳出予算の総額は、 億円となっており、その内訳を目的別及び性質

別に見ますと、第 表及び第 表のとおりです。



第 表 般会計目的別歳出予算の状況

（単位 千円）

第 図 般会計予算目的別内訳



第 表 般会計性質別歳出予算の状況

（単位 千円）

第 図 般会計予算性質別内訳
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第 表 建 設 事 業 費 の 状 況

（単位 千円）
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（ ）暮らしの安心・安全基盤の強化

ア 災害に強い基盤づくり

災害時における要援護者支援のための体制構築や、防災関係機関の連携を強化するための情報

共有化等を実施し、本県の防災体制の充実強化を図るとともに、災害時の迅速な避難誘導を行う

ための洪水・高潮ハザードマップ整備の支援を行います。また、平成 年度の台風 号により錦

川で発生した災害の緊急的な再発防止対策を進めるほか、災害時に避難場所となる学校施設等の

耐震改修を進めます。

（防災体制緊急対策）

災害時要援護者見守りネットワーク推進事業 千円

自主防災組織普及促進事業 千円

防災文化普及定着促進事業 千円

地域災害情報提供支援事業 千円

防災関係機関地図情報共有事業 千円

防災関係機関連携強化促進事業 千円

防災資機材共有化事業 千円

自衛隊寄託空中消火用バケット整備費（消防防災ヘリコプター運営事業） 千円

山口県総合防災情報ネットワークシステム構築事業 千円

災害ボランティアセンター強化支援事業 千円

義務教育施設耐震化事業（市町振興基金貸付金）（再掲） 融資枠 千円

災害廃棄物対策（ 般廃棄物等運営指導事業） 千円

（その他の防災関連事業）

洪水・高潮ハザードマップ整備支援事業 千円

防災拠点施設（仮称）整備事業 千円

県有施設耐震化事業 千円

県立学校施設整備事業 千円

義務教育施設耐震化事業（市町振興基金貸付金） 融資枠 千円

錦川河川激甚災害対策特別緊急事業（公共事業） 千円

イ 地域安全対策の推進

犯罪の起こりにくい地域社会の実現に向けて、地域住民の自主的な犯罪防止活動への取組み等

を促進するとともに、 被害者に対する地域の相談受入体制等の充実を図ります。また、県央

部南部地域の治安拠点として小郡警察署の整備に着手するとともに、警察官と交番相談員の増員

や犯罪発生時の初動態勢の強化を行います。

平成 年度当初予算主要施策の概要

重点施策への対応



犯罪のない安全で安心なまちづくり推進事業 千円

配偶者暴力（ ）対策事業 千円

「 ドラッグ！」推進事業 千円

住宅リフォーム安心・安全推進事業 千円

小郡警察署建設費 千円

総合指令システム高度化整備事業 千円

安心・安全やまぐちマイタウン事業 千円

交番相談員の増員 千円

ウ 安心できる医療体制の充実

公的病院等における医師不足の解消のための医師確保対策や、より身近な地域における小児

次救急医療体制の整備に取り組むとともに、県民に不安が拡大している新型インフルエンザ対策

として、抗インフルエンザウイルス薬の備蓄やウイルス検査迅速化のための検査機器を整備しま

す。また、県下全救急隊に高規格救急自動車の配備を促進するほか、本年 月に開院した総合周

産期母子医療センターを核とする周産期医療体制の充実を図ります。

医師確保対策推進事業 千円

小児医療対策事業 千円

感染症予防対策事業 千円

救急業務体制整備充実事業 千円

総合療育機能推進事業 千円

周産期医療システム運営事業 千円

こころの医療センター施設整備事業 千円

ア 若者の県内就職促進

若者就職支援センターにおいて、相談から職業紹介までの 連の支援をワンストップで提供す

るとともに、高校生等若者の県内就職に向けた総合的な取組みを進めます。

若者就職支援センター管理運営費 千円

県内就職総合支援事業 千円

若者の県内就職促進事業（再掲） 千円

キャリア教育推進事業 千円

イ ターン対策の推進

退職時期を迎える団塊の世代の本県への ターンを促進するため、情報提供や相談体制の整

備を行います。また、新たに東京・大阪においても職業紹介を開始するなど、 ターン就職の支

援を強化します。

団塊の世代 ターン総合促進事業 千円

（ ）人口減少の抑制



生涯現役社会づくり推進事業（再掲） 千円

若者の県内就職促進事業 千円

ニューファーマー総合支援対策事業（再掲） 千円

ニューフィッシャー確保育成推進事業（再掲） 千円

ウ 新たな就業の場づくり

新たな就業の場づくりに向け、宇部地域における知的クラスター創成事業の研究成果の事業化

の促進や新たに省電力液晶技術の事業化を支援します。また、積極的な企業誘致に取り組むほか、

中小企業者の成長・発展のために必要な支援や円滑な資金融通を行います。

知的クラスター創成推進事業 千円

デジタル素材産業集積推進事業 千円

中小企業成長育成支援事業 千円

やまぐち元気起業家モデル創出事業 千円

中小企業制度融資 融資枠 億円

企業立地促進補助事業 千円

外資系企業誘致推進事業 千円

エ 産業の担い手づくり

「技能 輪・アビリンピック山口大会」の成果を継承し、次の世代の技能者の技能・技術の維

持・向上を図るとともに、農林水産業の担い手の育成や、新規就業希望者に対する総合的な支援

を行います。

次世代技能者育成事業 千円

技能 輪・アビリンピック選手育成強化事業 千円

「集落農業法人」加速的育成総合推進事業 千円

ニューファーマー総合支援対策事業 千円

ニューフィッシャー確保育成推進事業 千円

ア 家庭・地域における子育ての支援

未婚の若者の自然な出会いを応援するとともに、乳幼児医療費助成や多子世帯保育料の軽減等、

子育て家庭への経済的支援を引き続き実施します。また、幼稚園の地域開放の取組みを支援する

とともに、保育所における子育て支援センターの拡充を行うほか、新たに、保育所が行う子育て

支援のネットワークづくりや専門的機能を地域開放するモデル的な取組みに支援します。

さらに、児童虐待を防止するため岩国児童相談所を新設するとともに、青少年や児童の自立を

支持する取組みや、少年安全サポータによる地域における少年非行防止活動等を行います。

若者の出会い応援事業 千円

やまぐち子育て県民運動強化推進事業 千円

（ ）次代を担う子どもたちの育成



乳幼児医療対策費 千円

多子世帯保育料等軽減事業 千円

不妊治療等支援事業 千円

私立幼稚園預かりサポート推進事業 千円

私立幼稚園地域子育て支援事業 千円

地域子育て支援センター拡充強化事業 千円

保育所子育て支援強化事業 千円

青少年の自立支援事業 千円

児童自立援助ホーム事業 千円

児童虐待防止等総合推進事業 千円

少年安全サポート事業 千円

イ 子育てと就業等との両立支援

就業形態が多様化する中、働きながら安心して子どもを生み育てられる環境づくりを促進する

ため、多様なニーズに対応した保育サービスや児童クラブを拡充するとともに、ファミリーサポー

トセンターの円滑な運営を支援します。

保育所機能強化推進事業 千円

ファミリーサポートセンター等総合支援事業 千円

児童健全育成対策等総合推進事業 千円

ウ 心ふれあう教育の推進

多人数学級への補助教員配置や中学校における 人学級化など少人数教育を引き続き進めると

ともに、生徒指導上の諸課題に対応するため、スクールカウンセラーの増員を行います。また、

県立学校の施設整備を着実に実施するほか、私立学校運営費助成制度の充実を図ります。

（小人数学級化等）

楽しい学び舎づくり推進事業 千円

楽しい学び舎づくりステップアップ事業 千円

楽しい学び舎づくりサポート事業 千円

小中連携教育実践研究事業 千円

ふれあう学び舎づくり推進事業〔中学校 年生 人学級化〕 千円

中 中 少人数学級化支援事業 千円

生徒指導総合対策事業 千円

学校メンタルサポート事業 千円

不登校児童生徒支援事業 千円

特別支援教育ビジョン実行推進事業 千円

子どもの食育・体力向上推進事業 千円

県立学校施設整備事業 千円

私立学校運営費補助 千円



ア 健康づくりの推進

高齢者の認知症の予防対策を支援する体制を整備するとともに、がんについての総合的な対策

に取組み、健康づくりを推進します。

在宅認知症高齢者早期支援体制整備促進事業 千円

健康のまちづくり推進事業 千円

がん対策推進事業 千円

イ 高齢者等の社会参加の促進

産学公連携による総合的な支援体制を活用した取組みを推進するとともに、就労意欲のある高

齢者に対して、多様な就業の機会を提供します。

生涯現役社会づくり推進事業 千円

いきいきシルバー世代就業支援事業 千円

（ ）生涯現役社会づくりの推進

（ ）循環型社会の構築

ア 資源の地域内循環の促進

山口県循環型社会形成推進基本計画に基づき、リサイクル促進等の取組みを強化するととも

に、やまぐちの豊かな流域づくり構想に基づき椹野川河口において実施した干潟再生のモニタリ

ング等を行い、干潟再生の実施に向けた効果的な工法等の検証を行います。また、森林資源のバ

イオマスエネルギーとしての利活用等を推進します。

循環型社会形成推進事業 千円

環境産業マルチパーク構想推進事業 千円

豊かな流域づくり・干潟再生推進事業 千円

豊かな流域づくり・流域連携モデル事業 千円

森林バイオマスエネルギー活用推進事業 千円

資源循環型肉用牛経営育成事業 千円

宇部・小野田地域広域最終処分場整備促進対策事業 千円

周南地域広域最終処分場整備促進対策事業 千円

やまぐちエコ市場形成関連事業 千円

地域循環型プロジェクト支援事業 千円

資源循環事例等認定普及事業 千円

産業物追跡管理システム導入実証調査事業 千円

公益森林整備事業 千円

竹繁茂防止緊急対策事業 千円

やすらぎの森整備事業 千円

魚つき保安林等海岸林整備事業 千円



県民との協働による百年の森づくり推進事業 千円

イ 地球温暖化対策の推進

京都議定書発行を受け策定する山口県地球温暖化対策地域推進計画に基づき、温室効果ガスの

排出削減に向けた取組みを促進するとともに、本県の特性を活かした水素タウンの実現に向けた

実証試験を行います。また、山口県セミナーパーク内に、全県的な環境学習の拠点を設置します。

地球温暖化対策推進事業 千円

地球にやさしい環境づくり融資事業 千円

水素フロンティア山口実証事業 千円

燃料電池システム開発推進事業 千円

環境学習推進センター整備事業 千円

ウ 地産・地消の推進

地産・地消を核とした需要拡大と産地づくりの 体的な推進を図るため、新たに県産農水産

物・加工品の 体的かつ効果的な需要拡大対策に取り組むとともに、多様な需要に応える園芸産

地の育成を推進します。また、県産農産物の安心・安全に対する県民の期待に応える生活履歴情

報提供システムの実証実験、学校給食における県産の米・大豆・小麦の利用拡大、県産木材の品

質向上と地産・地消を推進する認証制度の創設など、新たな取組みを展開します。

やまぐちの農水産物需要拡大対策事業 千円

やまぐちの多様な園芸産地育成事業 千円

農産物安心・安全システム導入モデル事業 千円

県産主穀学校給食利用拡大事業 千円

県産木材利用促進事業 千円

（ ）多様な交流の拡大

ア 観光の振興

多様化する観光ニーズに対応できるよう、新たな旅行商品の企画を支援するとともに、 西日

本が実施するディスカバーウェストキャンペーンとタイアップした誘客促進活動を中国 県共同

で展開します。また、東アジア地域を対象とした観光客誘致活動を行います。

戦略的観光 推進事業 千円

おいでませ山口誘客拡大推進事業 千円

観光やまぐちブラッシュアップ事業 千円

国際観光推進事業 千円

山口宇部空港活性化事業 千円

イ やまぐちブランドの強化

福岡における観光物産 イベントや、東京・広島における物産の販路拡大等に取り組むとと



もに、県産農水産物・加工品の流通販路対策の 層の強化等により、本県の魅力を広く県内外へ

発信します。

やまぐちブランド魅力発信事業 千円

やまぐちの農水産物需要拡大対策事業（再掲） 千円

きらら物産・交流フェア開催事業 千円

ウ 都市と農山漁村の交流の促進

農山漁村の集落の維持と、都市住民のゆとり・やすらぎ志向の拡大に対応し、都市と農山漁村

の多様な交流を促進します。

山口ふるさとツーリズム推進事業 千円

ひととひと・共にきらめき発信事業 千円

森林体験学習推進事業 千円

森林セラピー推進モデル支援事業 千円

エ 国際交流の推進

中国山東省、韓国慶尚南道、スペインナバラ州、また、日韓海峡沿岸地域との様々な分野にお

ける国際交流を進めます。

友好協定・姉妹提携相互交流事業 千円

日韓海峡沿岸交流関連事業 千円

「緑の架け橋」造成事業 千円

東アジア地域国際展示商談会開催事業 千円

「山口県中山間地域づくりビジョン」に基づく中山間地域づくりを総合的に進めるため、意欲

的な市町等による個性と活力ある地域づくりへの取組みに対し支援します。

中山間地域重点プロジェクト推進事業 千円

市町振興基金貸付金（中山間地域づくり推進事業枠） 融資枠 千円

元気な島づくりサポート事業 千円

やまぐち情報スーパーネットワーク利用推進事業 千円

地域ケーブルテレビ施設整備事業 千円

団塊の世代 ターン総合促進事業（再掲） 千円

秋吉台自然体験型環境保全モデル事業 千円

山口県医療情報ネットワークシステム推進事業 千円

医師確保対策推進事業（再掲） 千円

へき地医療対策事業 千円

（ ）中山間地域づくり

その他県政集中改革への対応等



生涯現役社会づくり推進事業（再掲） 千円

離島航路対策事業 千円

中山間地域等直接支払交付金事業 千円

山村等振興対策事業 千円

山口ふるさとツーリズム推進事業（再掲） 千円

ひととひと・共にきらめき発信事業（再掲） 千円

やまぐち棚田保全モデル実証事業 千円

ニューファーマー総合支援対策事業（再掲） 千円

「集落農業法人」加速的育成総合推進事業（再掲） 千円

森林整備担い手確保育成総合対策事業 千円

森林バイオマスエネルギー活用推進事業（再掲） 千円

竹林利用促進対策事業 千円

森林セラピー推進モデル支援事業（再掲） 千円

ニューフィッシャー確保育成推進事業（再掲） 千円

離島漁業再生支援交付金事業 千円

（ ）農林水産業の活性化

業務執行体制の 元化に合わせ、農林水産が 体となって行う、農林水産業の活性化に向けた

各種の事業を効率的、効果的に展開するとともに、県内園芸産地の競争力強化に向けた取組みを

支援します。また、本県の漁協・漁業経営基盤の強化を図るため、山口県漁協に対して総合的な

支援を行うほか、漁業者等が行う経営の多角化に向けた取組みを支援します。

豊かな山・里・海を育む県民ネットワーク推進事業 千円

地域に根ざした学校給食推進事業 千円

いきいき農山漁村女性起業サポート事業 千円

やまぐちの農水産物需要拡大対策事業（再掲） 千円

地域水田農業再構築推進事業 千円

やまぐちの多彩な園芸産地育成事業（再掲） 千円

やまぐち農林振興公社運営費貸付金 千円

県 漁協合併支援事業 千円

強い漁業経営づくり推進事業 千円

漁業経営安定対策推進事業 千円

（ ）全国大会の開催等

本年秋に国民文化祭を本県で開催するとともに、平成 年度の山口国体及び全国障害者スポー

ツ大会の開催に向け総合的な準備を進めます。また、平成 年度から 年間、本県で開催する全

国中学校駅伝大会を円滑に開催します。



ア 市町村合併関連事業

市町村合併を推進するため、新合併特例法に基づき、市町合併推進構想を作成するとともに、

平成 年度までに合併した地域に対し、引き続き広域市町村合併支援特別交付金による支援を行

います。

市町合併推進事業 千円

広域市町村合併支援特別交付金事業 千円

イ 介護保険関連事業

介護保険法の改正を踏まえた介護保険制度の円滑な運営を図るため、市町や関係団体と 体と

なって、第 次やまぐち高齢者プランに基づく体制づくりを総合的に推進します。

介護給付費負担金 千円

地域支援事業交付金 千円

地域ケア推進事業 千円

介護サービスレベルアップ推進事業 千円

介護予防推進事業 千円

ウ 障害者自立支援法関連事業

障害者自立支援法の施行に伴い、障害福祉計画の策定や不服審査会を設置するとともに、市町

等が実施する各種障害福祉サービスに対する支援や助言を行い、制度の円滑な施行を図ります。

自立支援給付費 千円

自立支援医療費 千円

障害者安心生活支援事業 千円

障害者自立支援法施行事務費 千円

エ 虐待防止関連事業

高齢者や障害者に対する虐待の未然防止対策等を進めます。

高齢者虐待防止・権利擁護推進事業 千円

障害者虐待防止推進事業 千円

（ ）その他

国民文化祭総合推進事業 千円

やまぐち県民文化祭開催事業 千円

山口国体準備事業 千円

トップアスリート育成事業 千円

維新百年記念公園陸上競技場の整備〔公共事業〕 千円

県立きららスポーツ交流公園水泳場（仮称）の整備〔公共事業〕 千円

全国障害者スポーツ大会準備推進事業 千円

全国中学校駅伝大会開催事業 千円



円

平成 年度県民 人当たりの歳入歳出の状況

※県民人口：平成 年度国勢調査（速報値） 人

《歳入の内訳》

県税等 地方交付税等

国庫支出金 県債

諸収入 基金繰入金

使用料 手数料 その他

県税等 地方交付税等

国庫支出金 県債

諸収入 基金繰入金

使用料 手数料 その他

（単位 円）

※その他：分担金・負担金、寄付金、財産収入

《歳出の内訳》

教育費 土木費

公債費 商工・労働費

農林水産業費 民生費

警察費 総務費

衛生費 その他

教育費 土木費

公債費 商工・労働費

農林水産業費 民生費

警察費 総務費

衛生費 その他

（単位 円）

※その他：諸支出金、災害復旧費、議会費、予備費

《県民 人当たりの県債残高》 円（平成 年度末見込み）



特 別 会 計

平成 年度特別会計の当初予算額及びその内容は、第 表のとおりです。

なお、企業会計に属する電気事業、工業用水道事業、総合医療センター事業及びこころの医療セン

ター事業の各会計については、「第 公営企業の業務の状況」の項で説明します。

第 表 特 別 会 計 予 算 の 状 況

（単位 千円）




